予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：02総務費　項：01総務管理費　目：06会計管理費
	事業名  総合財務会計システム金融機関連携機能改修事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　出納事務局　出納管理課　総合財務係　電話番号：058-272-1111（内3219 ）

　　　　　　　E-mail： c11113@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　116,013千円（前年度予算額：      32,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	32,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	32,000

	要求額
	116,013
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	116,013

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・指定金融機関の交替を機に、いかなる金融機関への交替にも対応できるような汎用性を持ったシステムの機能強化を図り、併せて新たな指定金融機関とのシステム連携を図るうえで必要な準備を行う。
（２）事業内容
　　【金融機関連携機能の汎用化のためのシステム改修】

県の総合財務会計システム及びデータ連携を行う各個別システムがいずれの金融機関の業務システムとも連携可能となるよう汎用性を持たせるための改修
【金融機関依存の交代に向けた準備】

指定金融機関の交替に伴い必要となる試験等
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県10/10（県が管理するシステムの改修等であるため）
（４）類似事業の有無
　　　無
　　　　本県が有する総合財務会計システム及び各個別システムは、県が独自に開発したシステムである。
３　事業費の積算内訳
【総合財務会計システム】

	年度
	金額
	事業内容の詳細

	平成25年度
	29,600
	改修設計、環境構築

	平成26年度
	66,940
	プログラム開発、試験　（債務負担行為）

	合計
	96,540
	


【個別システム】

	年度
	金額
	事業内容の詳細

	平成25年度
	0
	

	平成26年度
	49,073
	各個別システムにかかる機能改修（設計、開発、試験）

	合計
	49,073
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ

　　・平成２４年３月２２日、「岐阜県指定金融機関の指定に関する条例」が可決・成立。

　　・平成２５年１０月１０日、県議会において、平成２７年４月からの５年間、大垣共立銀行を県の指定金融機関に指定する議案が可決・成立。
（２）国・他県の状況

　　・長崎県、沖縄県は指定金融機関の指定当初から２行並立制としている。

・北海道は指定金融機関の破綻により指定金融機関を交替した実績あり。

・他の団体において指定金融機関を交替した事例はない。

（３）後年度の財政負担

平成３２年４月に交替する可能性があり、その場合は今回の指定金融機関交替と同様の確認作業が見込まれる。（指定金融機関は、５年毎に指定）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	（事業目標）

　平成27年4月1日に指定金融機関が交替するまでに、いずれの金融機関が指定金融機関となった場合においても会計事務が円滑に処理できるよう、総合財務会計システムに汎用性を持たせるための機能を追加するとともに、指定金融機関と直接あるいは総合財務会計システムを介してデータ連携を行う各個別システムにおいても指定金融機関交替に対応できるよう改修を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	財務システム機能改修
	0%
（H19）
	（H23）
	（H24）
	30%

（H25）
	100%

（H26）
	30％


	各個別システム機能改修
	0%
（H19）
	（H23）
	（H24）
	（H25）
	100%

（H26）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・総合財務会計システムの金融機関連携機能改修（改修設計、環境構築）

・各個別システムの金融機関連携機能改修（改修範囲の絞り込み、費用見積）


（前年度の成果）

	・総合財務会計システムの金融機関連携機能改修（改修設計、環境構築）
　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	総合財務会計システム及び個別システムについては、特定の金融機関のみと連携を行っており、指定金融機関の変更が必要な場合にすみやかに対応ができず、県の会計事務に重大な支障が生じる恐れがある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	平成２５年１１月６日に契約を締結し、計画通り平成２６年３月までに改修設計、環境構築を完了する見込み。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	指定金融機関と直接あるいは総合財務会計システムを介してデータ連携を行う各個別システムについては、改修業務の進捗管理と金融機関との窓口を一本化して出納管理課で行うことで、機能設計、開発、試験等すべての工程における業務の効率化、課題の早期把握・解決を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまで経験のない事務の変更を伴うシステム改修となるため、連携先の金融機関と十分な協力関係を築き、密な情報交換が必要である。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　総合財務会計システム及び各個別システムについて、平成２６年度中にシステム改修及び連携試験を漏れなく実施し、平成２７年４月１日からの新しい指定金融機関による業務を着実に開始する。



財政課で記載します。








